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質問状

農林水産大臣 吉川 貴盛 殿

水産庁長官 長谷 成人 殿

「商業捕鯨開始に際しての質問」

               イルカ＆クジラ・アクション・ネットワーク

日本政府は昨年（2018年）12月、日本が国際捕鯨取締条約のもとに行われて

きた国際捕鯨委員会から脱退すると公表しました。そして、今年（2019 年）7
月より沿岸及び、排他的経済水域内で商業捕鯨を再開するとしています。

私たち、イルカ＆クジラ・アクション・ネットワークは、国境を超えて移動

するクジラについて、国際的な合意は不可欠であると考えており、日本政府の

IWC脱退に反対の立場です。

また、過去の経験から推測して、繁殖率の低い大型哺乳類であるクジラが商

業利用に適しているとは思えません。

商業捕鯨に反対する立場から、再開を前に幾つかの懸念及び不明の点につい

てお答えいただきたいと考えます。

質問１。日本政府はクジラ類が水産資源であるという前提に立ち、捕鯨及び鯨

食が日本にとって必要不可欠な文化であるとの認識のもと、商業捕鯨の再開を

決定したということです。しかし、捕鯨が伝統的に行われてきた地域における

文化の継承を考慮し、検討されたのであれば、全国的な規模で商業流通を行う

のではなく、地域に限定した流通と利用を選択する方が、地域の振興につなが

るのではないかと思います。IWC 脱退を決定される前に、商業捕鯨以外の選択

肢はなかったのでしょうか？

質問２。これから公表される捕獲枠は IWCの規制の枠内で行うとされています

が、考慮される規制内容についてお答えください。

・特に、沿岸のミンククジラの希少個体群の混獲回避、カツオクジラの混獲回



避に関してはどのような方法を採用されますか？

・捕獲したクジラの系群・捕獲位置・体長・性別等の情報はどの時点でどのよ

うに公開されますか？

質問３。 操業する捕鯨船の監視として、捕鯨母船に水産庁関連の監視官の乗

船及び、沿岸小型捕鯨船に関しては解体基地における監視員の配置を検討され

ているようですが、現在ノルウェーが採用している電子機器による監視を予定

されないのでしょうか？それはなぜですか？

質問４。商業捕鯨は民間の営利行為であるわけですが、政府としてはこれまで

行ってきたような鯨食推進キャンペーンを、税金を使って行うのでしょうか？

また、学校給食への導入では、これまでのような割引を行うのでしょうか？も

し、割引を行う場合、政府が補助するのですか？

質問５。もし学校給食に採用する場合、クジラ肉の安全性はどなたが責任を持

って担保されますか？

質問６. 安全性の検査をすることを前提としてお聞きします。

小柄捕鯨船、捕鯨母船それぞれ、捕獲後どの段階で、どなたが検査を行うので

すか？検査内容としては、大腸菌等の他にこれまでのように放射性物質、有害

化学物質検査も行われますか？

特に学校給食として導入する場合の検査体制について詳細にお答えください。

以上、書面でのお答えを希望します。

どうぞよろしくお願いいたします。


